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１ はじめに 

平成28年４月、熊本県で震度７の地震が２度発生しまし

た。この熊本地震における応急危険度判定（以下｢判定｣とい

う。）では、全国の都道府県から応援判定士を派遣する大規模

な判定を実現したオペレーションでした。（延べ6,819人。

うち、県外からの判定士5,604人【82%】） 

その一方で、災害の規模が大きく、被災自治体では判定活

動に対応しきれない場面もあり、被災地での円滑な判定を実

施するための様々な課題が明らかになりました。 

被災建築物応急危険度判定必携の各業務マニュアルは、平

成９年10月29日に制定し、以降数回の改訂を行っておりま

す。今回、全国協議会では熊本地震の経験から、将来発生す

るであろう地震に対しても円滑な判定活動に資することを目

的として、改めて各業務マニュアルの見直しを行うことにし

ました。本稿では、改訂の経緯と考え方について紹介します。 

 

２ 改訂の経緯 

各業務マニュアルの見直しにあたって熊本地震によって

明らかになった課題を解決し、実施本部を立ち上げる市区町

村が円滑に業務を行えるようにする必要がありました。 

建築系の職員がいない市区町村において、判定開始の意思

決定や派遣要請人数の決定に時間を要し、なかには迅速に判

定実施の体制を整えることができない自治体もありました。 

判定体制に係るマネジメントが機能せず、適切な判定コー

ディネーターの配置ができず、判定実施計画の策定や、判定

結果の集計作業に時間を要してしまう、判定業務の終期を判

断せず、実施期間が長期化したなどの課題がありました。 

また、迅速に判定実施の体制を整えられなかった要因の一

つとして、事前準備の不足が挙げられました。 

これらの課題から、今回の改訂で最も重要なポイントは実

施本部を立ち上げる市区町村が円滑に判定業務を行えるよう、

建築系の職員がいない市区町村であっても、マニュアルを参
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照すれば実施本部の立ち上げから判定実施、一連の判定活動

の完了までできるような内容とすることでした。 

そのため、各業務マニュアルの中でも実施本部業務マニュ

アルを全体の基準とし、実施本部業務マニュアルの見直し内

容に合わせて、その他マニュアルの改訂作業を行うこととし

ました。 

 震前マニュアルも実施本部マニュアルを基準とし、事前に

準備すべき内容をより具体に示す必要がありました。また、

市区町村、都道府県、ブロック幹事都道府県別に作成するこ

とで、参照すべきマニュアルを明確化しました。 

【表 被災建築物応急危険度判定業務マニュアルの構成】 

（※部分が今回改訂のマニュアル） 

 

３ 改訂の考え方 

 以上の課題を踏まえ、実施本部業務マニュアルの改訂にあ

たっては主に判定実施、実施本部立上げの基準、実施本部体

制等、判定実施のための判断基準の明確化を中心に見直しを

行いました。 

 実施本部体制例（図）では、必要人員数の目安も示し、判

定士のみでなく実施本部員が不足する場合においても支援要

請が可能であることを示すと同時に、必要な業務を一目で確

認できるよう見直しを行いました。これにより市区町村の規

模等に関わらず、迅速な判定実施を可能にしました。 

実施本部業務マニュアルの改訂内容から、支援本部・広域

支援本部マニュアルについては、そのサポートについて明確

化し、特に実施本部と支援本部の役割・業務が混在しないよ

う見直しを行いました。また、各本部マニュアルの改訂内容

を判定コーディネーター業務マニュアルに反映しています。 

 

【図 実施本部体制例】 

 

 震前マニュアルにおいては、あらかじめ準備しておくべき

こと、特に想定地震における被害想定をもとに、震前実施計

画（判定棟数や必要判定士数の算定等）を策定し、発災時の

判定実施計画策定の時間短縮を可能にする改訂としました。 

 判定実施主体となる市区町村ごとに策定した震前実施計画

は、支援主体となる都道府県が共有し、震前支援計画を策定

する内容となっています。震前から市区町村と都道府県が連

携を図っておくことで、発災時の迅速な判定実施につなげる

ことが目的です。 

 

４ おわりに 

 応急危険度判定は発災後に迅速に行うことで震災直後の住

民の安全を確保します。今回の各業務マニュアルの改訂をき

っかけに、全国的に体制の整備を進めていくことが非常に重

要です。これからも皆様のご協力をよろしくお願いします。 

 

 

 

 

 

 

震前対策編 

市区町村震前マニュアル※ 

都道府県震前マニュアル※ 

ブロック幹事都道府県震前マニュアル※ 

震後対策編 

実施本部業務マニュアル※ 

支援本部業務マニュアル※ 

広域支援本部マニュアル※ 

判定士業務マニュアル 

判定コーディネーター業務マニュアル※ 

チーム編成業務マニュアル 

被災建築物応急危険度判定活動に係る経費負担のガイドライン※ 
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業務マニュアル改訂のポイント 

全国被災建築物応急危険度判定協議会事務局 

 

熊本地震時の応急危険度判定活動での教訓を踏まえて、

平成 28 年度より運用部会で実施本部業務マニュアルお

よび支援本部業務マニュアルを改訂し、平成２９年度全国

被災建築物応急危険度判定協議会総会で承認されました。 

運用部会では、上記２つのマニュアルの更なる見直し及

び他の業務マニュアルの改訂を行いました。これらのマニ

ュアルのポイントを以下に記載します。 

 

１ 実施本部業務マニュアル 

建築職員がいない自治体において応急危険度判定実施の

判断に苦慮しないように、実施本部を設置する基準を明確

にし、実施本部が円滑に業務を行えるように本部体制など

について改訂をしました。 

①実施本部設置についてのルールの明確化（第２ 実施

本部の設置） 

予め定められた震度以上の地震により、実施本部を

設置する。 

②判定実施要否の判断ついてのルールの明確化（第３ 

判定実施要否の判断 1、2 及び 3） 

震度６弱以上⇒判定を実施する（被害状況に応じて判

定実施しないことも可） 

震度５強以下⇒被害状況を把握、必要に応じて判断 

③実施本部の体制・役割・人員数等の明示（第３ 判定

実施要否の判断 4） 

判定計画班、判定支援班、後方支援班 

④判定の調査方法の標準化（第４ 判定実施区域、判定

実施順位等の検討、決定 3） 

オペレーションタイプＡを標準とする 

⑤判定実施計画の策定の詳細化（第５ 判定実施計画の

策定） 

判定実施区域及び判定拠点、優先順位、対象となる

建築物の用途規模、判定実施期間などを明確に示す。 

⑥支援要請についてのルールの明確化（第６ 支援本部

への支援要請） 

応援判定士の派遣要請は全国協議会に対して行う。 

⑦判定業務の中止についてのルールの明確化（第１４ 

判定業務の中止） 

荒天等により判定業務を中止する際のルールを明確

に示す。 

⑧判定業務の終了についてのルールの明確化（第１７ 

実施本部業務の終了） 

被害認定調査等の開始時期などを参考として適宜、

判定を終了する。 

 

2 支援本部業務マニュアル 

実施本部が円滑に業務を行えるように実施本部のサポー

ト等の改訂をしました。 

①支援本部設置についてのルールの明確化（第２ 支援

本部の設置） 

予め定められた震度以上の地震が発生した場合、支

援本部を設置する。 

②実施本部のサポートについて（第２ 支援本部の設置 

７） 

後方支援班については、支援本部内に直接設け、当

該業務を代行することができる。 

実施本部と支援本部の役割・業務を明確にした。 

③判定実施要否の連絡についてのルールの明確化（第４ 

判定実施有無の連絡） 

判定実施の有無について連絡する際のルールを明確

に示す。 

 

3 震前マニュアル 

市区町村（実施本部）及び都道府県（支援本部・広域支

援本部）が準備すべき基本的事項について整理して、改訂

をしました。 

①震前実施計画等の作成について（第３ 震前実施計画

等の作成） 

市町村が作成する震前実施計画の項目を明確に示す。 

②震前支援計画等の作成について（第５ 震前支援計画

等の作成） 

都道府県が作成する震前支援計画の項目を明確に示

す。 

解説コーナー 
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③震前広域支援計画等の作成（第７ 震前広域支援計画

等の作成） 

ブロック幹事都道府県が作成する震前広域支援計画

の項目を明確に示す。 

④判定士受入体制の確立（第８ 判定士受入体制の確立） 

都道府県及び市区町村が、他都道府県等からの応援

判定士の受け入れの準備に必要な項目を明確に示す。 

⑤判定計画班員向け講習会実施（第１１ 判定計画班

員の能力向上） 

判定活動運営の中心的な役割を担う判定計画班員向

け講習会等を実施する。 

 

4 広域支援本部業務マニュアル 

広域支援が必要となった場合にブロック協議会の下に設

置する広域支援本部の業務について改訂をしました。 

①全国支援本部の設置（第１ 目的 解説及び第９ 広

域支援本部、応援本部及び全国支援本部の設置） 

被災地以外のブロック協議会からの支援に関する調

整を行うため国交省に設置する。 

②応援判定士等の宿泊場所の確保（第２ 震前対策の内

容及び第４ 支援体制の確立） 

 

5 判定コーディネーター業務マニュアル 

判定コーディネーターの役割を明確にして、改訂をしま

した。 

①判定コーディネーターの業務 （第２ 判定コーディ

ネーターの業務 解説） 

判定コーディネーターは専任とし、行政職員又は判

定業務に精通した地域の建築関係団体等に所属する判

定士の中から決定する。 

②判定業務の中止について（第１１ 判定業務の中止） 

実施本部に対して天候状況等を報告し、判定実施可

否について指示を受ける。 

 

6 被災建築物応急危険度判定活動に係る経費負担のガイ

ドライン 

民間判定士等に係る経費負担と行政判定士等に係る経

費負担を明確にして、改訂をしました。 

①行政判定士等の判定活動に要する経費（別表） 

旅費、食糧費を応援団体の負担とした。 

 

 

 

 

平成 2９年度全国連絡訓練の実施について 

静岡県くらし・環境部 建築安全推進課 

１ 全国連絡訓練について 

全国被災建築物応急危険度判定協議会では、地震発生後の

速やかな判定活動の実施に向け、全国の連絡体制を強化する

目的として、平成11 年度より、毎年１回（防災の日である

９月１日頃に）全国連絡訓練を実施しています。 

この連絡訓練は、都道府県や国土交通省、建築関係団体（日

本建築防災協会・都市再生機構など）が参加し、広域支援が

必要な規模の地震により、地元判定士だけでは対応できない

場合に、必要な判定士等の支援要請を行い、それに対して全

国から支援可能な判定士数等を回答するまでの要請・支援の

手順を確認することを主な目的としております。 

 

２ 平成2９年度の連絡訓練の実施 

この訓練は、被災ブロックを輪番制としており、そのブロ

ックの中で将来発生が想定される地震の中から適切なものを

選んで、訓練での想定地震として採用することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

訓練コーナー 

支援本部 
(被災都道府県) 

広域支援本部 
(被災ブロック幹事県) 

判定支援調整本部 
(国土交通省) 

実施本部 
(被災市区町村) 

他ブロック 
幹事県 

支援 
都道府県等 

被災ブロック内 
支援都道府県 

被災ブロック内では
対応できない場合の
全国支援 

支援要請 判定士派遣等 

建築関係 
団体 

図１ 全国連絡体制（概要） 
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表１ 連絡訓練における被災ブロック（輪番表） 

訓練実施年度 被災ブロック 

H27 北海道・東北ブロック 

H28 10 都県（関東）ブロック 

H29 中部圏ブロック 

H30 近畿ブロック 

H31 中国・四国ブロック 

H32 九州ブロック 

※平成26 年度の訓練WG にて輪番を決定 

 

平成2９年度の訓練（中部圏ブロックが被災ブロック）で

は、加賀・砺波平野地震（M=7.0）を想定地震とし、石川県・

富山県の2 県を被災県として、8 月30 日(水)に連絡訓練を

実施しました。 

地震による被害棟数は、被災2 県において各自で作成して

いる地震被害想定のデータを活用し、大破（全壊）及び中破

（半壊）が想定される建築物数をもって判定対象建築物数と

し、それを地震発生の翌日から９日間で判定（１チームあた

り15 棟／日を判定）するものとして、１日あたりに必要な

判定士数を算出しました。 

また、被災2 県の直近の登録判定士数に対して3%の判定

士が活動可能と仮定し、地元だけでは不足する判定士数を、

広域支援要請することとしました。 

 

表２ 平成29 年度連絡訓練における被害想定等 

被災2 県 石川県 富山県 

現況建築物数 約57万棟 約80万棟 

判定対象建築物数 約5万棟 約3万棟 

１日あたりの必要 
判定士数(人/日) 

791 439 

登録判定士数(人) 1280 1002 

地元活動可能数(人) 38 30 

広域支援要請数(人) 753 409 

※1 日あたりの必要判定士数＝判定対象建築物数÷9 日間÷15 棟/日×2

人 

※登録判定士数は平成29年3月末時点の登録数 

※地元の活動可能な判定士数＝登録判定士数×3% 

※広域支援要請として、被災2県はまず中部圏ブロックのH29幹事県の愛

知県に要請 

 

なお、支援要請等を行う時の連絡手段は、まずは衛星回線

等を用いた電話により口頭で要請内容等を伝達し、その後、

Ｅメールにより支援要請書等を送信して、相互に連絡を取り

合いました。被災ブロック幹事県、他のブロック及び関係団

体への連絡窓口は国土交通省（建築指導課）が担当しました。 

今回訓練では試験的に、建築防災協会がHP に要請状況等

を逐次アップデートし、情報共有を行うなど、新しい取り組

みも行いました。訓練全体としては、概ねシナリオどおりの

訓練ができました。 

 
【写真：連絡訓練の様子】 

 

３ 訓練に関するアンケート結果 

訓練後に実施したアンケート調査（協議会会員を対象）の

結果では、主に以下の御意見がありました。 

①有意義であり、滞りなく実施できた 

②支援要請書・回答書の様式と記入方法が分かりづらい

（集計シート等があると良い） 

③派遣可能人数の照会から回答までの時間が短い 

④訓練はスムーズに進行したが、シナリオに頼りきってし

まっていた 

⑤判定コーディネータ—に関する訓練（研修）を実施して

ほしい 

上記の意見のうち、②については、熊本地震における判定

活動においても同様の御意見があったことから、現在、訓練

部会において、支援要請書・回答書の様式見直し作業を実施

しているところです。また、⑤については、実施方法につい

て調整、検討を行っているところです。 

 

４ 問題は山積み 

 皆様の御参加・御協力により、連絡訓練は無事に実施する

ことができましたが、今回の訓練は、あくまで訓練部会等の

入念な事前準備の上で実施したものです。実際の大地震は明

日起こるかもしれず、地震が起きた場合には、今回の訓練の

ように速やかに全員参集できるとは限りません。 

迅速な対応が求められる応急危険度判定業務においては、

参集した者が、マニュアルや訓練シナリオ等をもとに、初見

で対応せざるを得ないといったことが容易に想定され、訓練
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を経験していない者であっても、滞りなく業務を遂行できる

よう意識的に取り組んでいくことが必要です。 

 また、今回の訓練では被災県を2 県と限定し実施しました

が、南海トラフ巨大地震等により広域で被災した場合、人的

支援が得られず、応急危険度判定士が圧倒的に不足すること

が想定されます。 

判定対象建築物の全てを判定できない場合、限られた判定

士で、どの建物を優先的に判定するべきか、また、どのよう

に判定対象を絞り込んでいくのか等、今後、取り組んでいか

なければならない問題は山積しております。 

 

５ まとめ 

昨年度は、４月に熊本地震（M=7.3、最大震度7）、10 月

には鳥取県中部地震(M=6.6、最大震度6 弱)が発生し、応急

危険度判定が実施され、被災県外からの広域支援が行われま

した。 

被災地で判定業務に従事した経験のある担当者も数年後

には、人事異動等により判定経験の無い担当者と入れ替わっ

ていくことが予想されます。体験したこと、経験したことを

少しでも多く、組織内部で共有し、後任へ確実に引き継いで

いくということを意識して業務にあたることが重要となりま

す。 

今後も連絡訓練を実施し、さまざまな課題をひとつづつ改 

善していくことが、応急危険度判定における広域支援体制

の強化につながると考えております。 

今後とも訓練への御参加・御協力をお願いいたします。 

 

 

 

宮城県被災建築物応急危険度判定 県職員派遣マニュアルについて 

宮城県土木部建築宅地課 主事 杉村 正己 

１ 宮城県職員派遣マニュアルについて 

本県は、平成２８年度に職員判定士の県外派遣を2 度実施

（4 月熊本地震、10 月鳥取県中部地震）しており、その経

験を踏まえて、「宮城県被災建築物応急危険度判定 県職員派

遣マニュアル」を作成しましたので、マニュアル作成の経緯

や内容等を紹介します。 

 

２ 宮城県における応急危険度判定について 

（１）宮城県内の判定実績 

本県は、過去の判定実績が比較的多く【表１】、被災市町

村に県職員を派遣し、県と市町村の共同体制で判定を実施し

てきました。この体制は、被害地域が限定された災害では機

能していましたが、東日本大震災では、県内広域で甚大な被

害が発生したこと等により、機能しませんでした。 

 

（２）東日本大震災の課題 

東日本大震災では、停電や携帯電話基地局の被災等により、

電話やメールが通じなくなり、さらに行政無線も不通となっ

たことで、県と市町村の連絡がとれなくなりました。 

また、公共交通機関の停止や、道路被害による通行止め、

ガソリン不足の発生等により、地域外から被災地への支援実

施が物理的にも難しい状況になりました。県の支援が受けら

れなかった市町村では、速やかな判定開始ができず、判定の

完了が大きく遅れる等、多くの課題が残りました。 

本県では、東日本大震災を教訓に、県が市町村を支援でき

ない状況となった場合でも、各市町村が速やかに判定を開始

できる体制が必要と考え、「地域主動型応急危険度判定体制」

を整備することとしました。被災市町村は地域の建築団体の

協力で速やかに判定を開始し、ライフラインが復旧し次第、

県が支援を開始することを想定しています。 

また、県の支援業務については「県職員マニュアル（案）」

を作成し、支援体制の検討を進めることとしました。 

【表１】宮城県の応急危険度判定実績 

 

実施市町村

判定棟数

1町

169棟

5町

7,245棟

2市町

2,978棟

④東北地方太平洋沖地震 30市町

　（東日本大震災） 50,721棟

③岩手・宮城内陸地震 H20年6月14日

H23年3月11日

地震名
地震発生

年月日

①宮城県北部地震 H8年8月11日

②宮城県北部連続地震 H15年7月26日

情報コーナー 
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３ 熊本地震における判定士派遣について 

（１）宮城県職員の派遣 

平成２８年４月に熊本地震が発生し、日本全国から応援判

定士が熊本県に派遣され、本県からは、県職員２０人と仙台

市職員６人を派遣しました。 

職員の県外派遣は、平成１９年の新潟県以降実績が無く、

またブロック外は初めてだったため、手探り状態での準備と

なりましたが、事前に作成していた「県職員マニュアル（案）」

が指針となり、役に立ちました。 

また、本県は幹事県として北海道･東北ブロックの取りま

とめも行いましたが、新年度の担当者変更で連絡が付かなか

ったり、全国知事会による判定士派遣の動きで情報が錯綜す

る等、混乱が生じましたが、ブロックへの支援要請内容には、

概ね応えることができました。 

 

（２）職員派遣における課題 

本県では、東日本大震災以降、県内の判定体制整備を進め

てきましたが、県外派遣については、マニュアル（案）は役

に立ったものの、準備不足であることが明らかになりました。 

全国広域支援は、要請から派遣までの期間が短く、準備期

間はほとんど取れません。また、被災地の状況に応じて要請

内容の変更も考えられ、事前に準備していなければ、対応は

難しいと感じました。 

なお、熊本地震はゴールデンウィークと重なったことで、

航空券等の空きが少ない状況でしたが、目的地等の情報提供

が出発直前まで遅れたことで、移動手段の確保にも苦労しま

した。遠方ブロックから支援を行う場合は、航空券等の手配

もあるため、より早い情報提供が必要です。 

 

４ 県職員派遣マニュアルの作成 

熊本地震の経験から、派遣関係者が判定や派遣概要を把握

でき、準備できるマニュアルが必要と判断し、役に立ったこ

とと不足していたことを整理し、県外派遣業務に特化した

「県職員派遣マニュアル」として整備することとしました。 

 

（１）マニュアル（案）で役に立ったこと 

① 派遣者の選定について 

マニュアル（案）では、予め１次隊１０人、２次隊１０人

の計２０人を選定し、「派遣候補者名簿」【表２】を作成して

いました。名簿作成時に全建築職員の判定士登録状況を確認

し、派遣者が特定の部署に偏らないよう調整しており、変更

調整による人選もスムーズに行うことができました。 

【表2】派遣候補者名簿 

 

② 派遣概要の把握について 

マニュアル（案）には、基本的な判定士の活動日程【表３】

も記載していました。派遣判定士が派遣概要を把握するのに

役立ち、また県内部の派遣概要の説明にも活用できました。 

【表３】判定士の活動日程 

 

（２）マニュアル（案）に不足していたこと 

「派遣判定士は何を準備すべきか」「誰が誰に連絡をする

のか」等、整理されていないことも多くありました。また、

判定担当課以外の関係者には、基本的な判定制度や派遣概要

の説明も必要となり、時間のロスが生じました。 

このことから、マニュアルには「判定の概要説明」「連絡

体制図」「派遣フロー」「判定資機材一覧」「県の登録要綱・実

施要綱」等について追加記載することとしました。【表４】 

【表４】県職員派遣マニュアルの概要 

 

①  連絡体制図 

「連絡体制図」【図 1】は、休日の災害発生でも連絡体制

【◎︓隊⻑、○︓副隊⻑、△︓会計担当】

登録番号
判定
経験

性別 職 名  携帯電話(個人)  電話番号(勤務先)

◎ ●● ●● 1420354 ○ 男 営繕課 企画調査班 技術補佐(班⻑) ***-****-**** 022-211-3264

●● ●● 1610014 × 男 仙台土木事務所 建築第１班 技師 ***-****-**** 022-297-4347

○ ●● ●● 1620005 ○ 男 住宅課 復興住宅⽀援班 技術補佐(班⻑) ***-****-**** 022-211-3255

●● ●● 1610019 × 男 東部土木事務所 建築班 技師 ***-****-**** 0225-94-8691

●● ●● 1320258 ○ 男 営繕課 営繕第２班 主任主査 ***-****-**** 022-211-3266

●● ●● 1610009 × 男 仙台土木事務所 建築第２班 技師 ***-****-**** 022-297-4348

●● ●● 1240008 ○ 男 住宅課 企画調査班 技術主査 ***-****-**** 022-211-3256

△ ●● ●● 1610008 × 男 建築宅地課 建築指導班 技師 ***-****-**** 022-211-3243

●● ●● 1620022 ○ 男 建築宅地課 開発防災班 技術主査 ***-****-**** 022-211-3244

●● ●● 1610013 × 男 営繕課 施設保全班 技師 ***-****-**** 022-211-3270

登録番号
判定
経験

性別 職 名  携帯電話(個人)  電話番号(勤務先)

◎ ●● ●● 1320086 × 男 営繕課 営繕第２班 技術補佐(班⻑) ***-****-**** 022-211-3266

●● ●● 1610020 × 男 気仙沼土木事務所 建築班 技師 ***-****-**** 0226-24-2538

○ ●● ●● 1420355 ○ 男 仙台土木事務所 建築第１班 技術主幹(班⻑) ***-****-**** 022-297-4347

●● ●● 1610015 × ⼥ 仙台土木事務所 建築第２班 技師 ***-****-**** 022-297-4348

●● ●● 1610010 ○ 男 住宅課 住宅整備班 主任主査 ***-****-**** 022-211-3254

△ ●● ●● 1610021 × 男 建築宅地課 企画調査班 技師 ***-****-**** 022-211-3245

●● ●● 1310005 ○ 男 建築宅地課 建築指導班 技師 ***-****-**** 022-211-3243

●● ●● 1610023 × 男 営繕課 営繕第１班 技師 ***-****-**** 022-211-3265

●● ●● 1620032 ○ 男 東部土木事務所 建築班 技術主査 ***-****-**** 0225-94-8691

●● ●● 1210083 × ⼥ 住宅課 企画調査班 技師 ***-****-**** 022-211-3256

派遣隊 氏 名 所属

1
次
隊

1

2

3

4

5

派遣隊 氏 名 所属

2
次
隊

1

2

3

4

5

１次隊活動期間（５日間）

２次隊活動期間（５日間）

1日目 2日目 3日目 4日目 5日目

１次隊
（１０人）

 移動
　＋打合せ

判定実施 判定実施 判定実施
移動

 （帰県）

（引継ぎ）

1日目 2日目 3日目 4日目 5日目

２次隊
（１０人）

 移動
　＋打合せ

判定実施 判定実施 判定実施
移動

 （帰県）

宮城県判定士派遣活動期間（８日間）

項目 内容

①　応急危険度判定について 判定概要、全国支援体制図 等

②　宮城県職員判定士の県外派遣に
　　関する連絡体制図

派遣判定士所属部署への連絡体制

③　宮城県職員判定士の県外派遣フロー 各関係者の業務を時系列でまとめる

④　他都道府県への宮城県職員判定士の
　　派遣計画

判定士派遣の概要

⑤　宮城県職員判定士派遣候補者名簿 1次隊10人、2次隊10人を選定

⑥　標準判定資機材一覧表
　　（宮城県職員版）

判定士の持参品を確認

⑦　宮城県応急危険度判定実施要綱 参考資料として

➇　宮城県応急危険度判定登録要綱 参考資料として

⑨　宮城県応急危険度判定登録要綱に
　　係る事務処理要領

参考資料として
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が機能するように、支援本部には連絡責任者、各所属には連

絡担当者を、正副２名体制で置くこととしました。派遣が実

施される場合は、各所属の連絡担当者が判定士に連絡し、連

絡責任者が全体をとりまとめます。 

 
【図１】県外派遣に関する連絡体制図 

 

【図２】宮城県職員判定士の県外派遣フロー 

②  県外派遣フロー 

地震発生から派遣実施までの一連の流れを、関係者（支援

本部、判定士の所属部署、判定士）別に時系列で整理した「県

外派遣フロー」【図２】を作成し、各派遣関係者が全体の流れ

を把握して、事前に準備できるようにしました。 

 

４ 鳥取県中部地震における判定士派遣について 

（１）宮城県職員の派遣 

 平成２８年１０月に鳥取県中部地震が発生し、中・四国ブ

ロックによる支援が実施されました。他ブロックへの支援要

請はありませんでしたが、本県独自支援として、県職員判定

士１０名を鳥取県に派遣しました。 

本県は、東日本大震災からの復興支援として、鳥取県を含

む全国から支援をいただいており、これまでの支援への恩返

しとして、宮城県知事から判定士派遣を申し入れ、実施され

ることとなりました。 

 

（２）県職員派遣マニュアルの活用 

鳥取県中部地震の時点では、修正版マニュアルがほぼ完成

しており、新たに整備した連絡体制も機能し、特に大きな混

乱もなく、スムーズに派遣を実施することができました。 

熊本地震から約半年後で、前回の記憶も残っていたため、

本県の判定士派遣体制が大きく改善されたことが実感できま

した。 

なお、宿泊施設や現地移動のレンタカー等については、災

害取材マスコミ等によって、空きがほとんど無い状態でした。

最終的には、被災休業中の宿に事情を説明して、泊めていた

だくことができましたが、判定士派遣における宿泊施設や現

地移動手段の確保は、今後の検討課題と考えます。 

 

（３）新たな取り組み（SNS の活用） 

鳥取地震では、本県独自の新たな取り組みとして、判定活

動中の連絡手段に「SNS（グループLINE）」を活用しました。 

全判定士（５チーム）がリアルタイムで情報共有すること

で、不足資機材の融通や、進捗遅れのチームへの応援等が臨

機応変に行われ、また、宮城県庁もそのグループに加わるこ

とで、リアルタイムで現地状況が把握でき、必要な業務連絡

もスムーズに行うことができました。【図３】 

行政職員を派遣して、グループで行動する場合は、SNS（グ

ループLINE）が非常に有効な連絡ツールとなるため、本県

では、今後も活用することを検討しています。 

会　員

事務局

ＴＥＬ

携帯 ***-****-****

携帯 ***-****-****

携帯 ***-****-****

携帯 ***-****-****

携帯 ***-****-****

携帯 ***-****-****

e-mail

防災無線

ＴＥＬ 連絡担当者（正・副）

携帯 ***-****-**** 携帯 ***-****-**** 携帯 ***-****-****

携帯 ***-****-**** 携帯 ***-****-**** 携帯 ***-****-****

e-mail e-mail e-mail

防災無線 防災無線 防災無線

ＴＥＬ ＴＥＬ ＴＥＬ

携帯 ***-****-**** 携帯 ***-****-****

携帯 ***-****-**** 携帯 ***-****-****

e-mail e-mail

防災無線 防災無線

ＴＥＬ ＴＥＬ

携帯 ***-****-**** 携帯 ***-****-**** 携帯 ***-****-****

携帯 ***-****-**** 携帯 ***-****-**** 携帯 ***-****-****

e-mail e-mail e-mail

防災無線 防災無線 防災無線

ＴＥＬ ＴＥＬ ＴＥＬ

全国被災建築物応急危険度判定協議会 北海道・東北ブロック協議会 宮城県
国交省、都道府県、民間建築団体

会　員

北海道・青森県・岩手県・

宮城県・秋田県・山形県・

福島県・新潟県・札幌市・

仙台市・新潟市

知　事 ●●　●●

(一財)日本建築防災協会

03-5512-6451 土木部幹部

担　当

●●　●●事務局長
土木部長

●●　●●

****@kenchiku-bosai.or.jp 幹事県 宮城県(H28～29年度)

●●　●●課長

土木部次長

技術副参事兼技術補佐(総括)　

●●　●●

※派遣実施の際は、連絡責任者（建築宅地課技

術総括）が各所属の連絡担当者（技術副所長及

び技術総括）に連絡して調整する。正担当者が

対応できない時は、副担当者が代わって連絡を

行う。

（建築宅地課のみ企画調査班長を連絡担当者と

する。）

副

技術補佐(企画調査班長)

●●　●●

kentaku@pref.miyagi.lg.jp

7-220-8-3281

●●　●●

****@kenchiku-bosai.or.jp

●●　●●（建築担当）

宮城県⽀援本部(建築宅地課)

実施本部長

建築宅地課長

●●　●●

　連絡統括責任者は，土木部幹部に随時

  状況を報告し，指示を受ける。

連　絡

責任者

正

022-211-3281

住 宅 課 営 繕 課 建築宅地課(派遣)

連　絡

担当者

正

技術副参事兼技術補佐(総括)　

連　絡

担当者

正

技術副参事兼技術補佐(総括)

juutakup@pref.miyagi.lg.jp eizenp@pref.miyagi.lg.jp kentakp@pref.miyagi.lg.jp

7-220-8-3251 7-220-8-3262 7-220-8-3245

副

副参事兼課長補佐(総括)　

副

副参事兼課長補佐(総括)　

副

副参事兼課長補佐(総括)　

●●　●● ●●　●● ●●　●●

連　絡

担当者

正

技術補佐(企画調査班長)

●●　●● ●●　●● ●●　●●

022-211-3251 022-211-3262 022-211-3245

※派遣候補は「派遣候補者名簿」の

１・２次隊の名簿記載人数とする。

（３次隊は予備のため含ない）

大河原土木事務所 仙台土木事務所

連　絡

担当者

正

技術副所長

連　絡

担当者

okdbkkt@pref.miyagi.lg.jp sddbkar2@pref.miyagi.lg.jp

7-221-544 7-231-503

0224-53-3918 022-297-4348

正

技術副参事兼技術次長(総括)

●●　●● ●●　●●

副

技術次長(班長)

副

技術主幹(班長)

●●　●● ●●　●●

北部土木事務所 東部土木事務所 気仙沼土木事務所

連　絡

担当者

正

技術副所長

連　絡

担当者

正

技術次長(総括)

連　絡

担当者

正

技術副参事兼技術次長(総括)

●●　●● ●●　●● ●●　●●

副

技術次長(班長)

副

技術次長(班長)

副

7-223-676 7-233-1-121 7-227-311

0229-91-0737 0225-94-8691 0226-24-2538

技術次長(班長)

●●　●● ●●　●● ●●　●●

nh-dbkkt@pref.miyagi.lg.jp et-dbkkt@pref.miyagi.lg.jp ksdbkkt@pref.miyagi.lg.jp

報告 指示

報告 指示

情報提供

全
国
広
域
支
援
要
請

⽀援要請

 

 

 
1～2日

程度

●建築物の被害情報等を収集する

●各所属への情報提供

●連絡担当者は、派遣候補者の

派遣の可否を確認する

●派遣対応可否を報告する

●派遣事前準備（持参品の確認）
① 地震

発生

●連絡責任者は、各所属の連絡

担当者へ準備要請連絡をする

●連絡担当者は、派遣候補者を

調整し、連絡責任者へ回答する

●派遣対応可否を報告する

●派遣事前準備（持参品の確認）
② 準備

要請

●連絡責任者は、庁内調整の上、

宮城県からの派遣についての

意思を確認し、確定させる

③ 派遣

確定

派遣に係る状況を随時報告する

支援本部連絡責任者

→建築宅地課長
→土木部次長

→土木部長

●現地との連絡調整

●集合場所、判定拠点等の確認

●集合、出発

（状況により出発式を開催）⑥ 派遣 連絡・指示

●判定結果集計、判定状況報告

●被災状況、全体判定状況の把握

●判定実施（安全優先）

●結果の集計・報告
⑦ 判定

実施
（被災状況、現地状況を含む）

報告・連絡

●職員派遣の完了確認、完了報告

●帰県の報告

●帰県、解散
➇ 完了

（判定状況写真の提出）

報告・連絡

●報告会の開催
⑨ 報告

⑤ 派遣

準備

●派遣計画の作成

●判定資機材(ステッカー等)準備

●旅費予算の調整

●派遣計画内容の確認

●判定技術の確認

●派遣準備(持参品、判定資機材の用意)

連絡・指示
（状況により説明会等を開催）

●連絡担当者は、派遣職員に

派遣決定連絡をする

●業務の調整、引継ぎ

●判定技術の確認

●連絡責任者は各所属の連絡担当

者へ派遣決定連絡をする
④ 派遣

決定

※応急危険度判定全国協議会、

ブロック協議会等からの情報

※ニュース報道等における情報

※判定業務内容を確認

※判定資機材一覧表を確認

※ブロック協議会，全国協議会から

の要請で準備開始

※候補者の派遣が不可の場合、原則

所属内で代理者を選定する

※連絡担当者は、所属長へ報告する

※判定業務内容を確認

※判定資機材一覧表を確認

※状況や要請により派遣人数等

支援内容を調整する

※連絡責任者は、要請の内容に

合わせて、派遣者を決定する

※判定資機材一覧表を確認

※食料、宿泊等の準備

※連絡担当者は、所属長へ報告する

※交通手段及び宿泊所の確保

※航空旅費の無料対応の確認

※寝具の有無等の確認

※派遣者名簿の提出等 ※公用車、電車、飛行機等移動

※派遣日程は原則5日間

(移動1日＋判定3日＋移動1日)

※状況により２次隊を派遣する ※被害状況、判定状況を撮影

※状況により2次隊への引継ぎ

を行う

※判定実施状況の取りまとめ ※旅費精算、復命書の作成

※実務は主に企画調査班が行う ※建築宅地課・住宅課・営繕課・各土木

事務所（状況により他部署に応援要請

する可能性もあり）

※派遣候補者名簿による

日本国内で

震度６弱以上

※宮城県の独自支援実施は庁内

調整後準備開始

※場合により、派遣準備を指示する

（派遣準備の上出勤等）

⽀援本部(建築宅地課) 各 所 属 各職員（判定士）

※講習会テキスト、動画視聴
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【図３】グループLINE を活用した連絡事例 

 

５ 県職員派遣マニュアルの完成 

平成２９年１月に県職員派遣マニュアルが完成しました。 

なお、さらに多くの判定士派遣が必要となる場合は、市町

村や民間建築団体からの派遣が不可欠となることから、現在、

県の地震対策推進協議会において、市町村及び建築団体から

の派遣対応についても検討しています。 

民間判定士の派遣は、経費負担の問題が大きく、熊本地震

で実施された国による「民間判定士の費用支援」の有無によ

り、派遣可能人数が大きく左右される状況にあります。 

本県の県職員派遣マニュアルの有効性は、鳥取県中部地震

で確認できましたが、今後も随時内容を見直し、より実効性

が高いものに更新していく必要があると考えています。当マ

ニュアルが各自治体や建築団体等における参考資料として、

役に立つことがあれば幸いです。 

 

 

 

応急危険度判定活動の建築 CPD 登録について  
建築CPD 運営会議事務局 

(公財)建築技術教育普及センター普及課長 三浦洋平 

1 被災建築物応急危険度判定活動の建築CPD 登録について 

平成28 年度11 月21 日より建築CPD 情報提供制度の

対象となる CPD 実績として、震災時の被災建築物応急危険

度判定活動を登録することができるようになりました。 

被災建築物応急危険度判定活動での CPD 実績については、

他の認定プログラムと同様に建築 CPD 実績証明書で証明さ

れます。 

建築 CPD 情報提供制度に参加されている方は、被災建築

物応急危険度判定活動を行われた場合には是非 CPD 登録の

申請を行ってください。 

 

2. 被災建築物応急危険判定活動の建築 CPD 登録方法と注

意点 

被災建築物応急危険度判定活動については、活動されたご

本人の申請により CPD 実績として登録することができます。 

通常、建築 CPD の実績は講習会等の出席者名簿により登

録されますが、被災建築物応急危険度判定活動についてのみ、

ご本人の申請が必要となりますのでご注意ください。 

また、被災建築物応急危険度判定活動の建築 CPD 実績に

ついては、以下の点についても他の CPD 実績と取扱いが異

なりますのでご注意ください。 

〇被災建築物応急危険度判定活動の建築CPD 登録の注意点 

・ 実際の活動時間にかかわらず、活動日1 日あたり7 時間

の実績として登録されます。 

・ 申請には被災建築物応急危険度判定活動を行った事を証

明できる第三者による署名が必要です。 

・ 申請の期限は、活動した日の翌年度末までです。 

具体的な申請方法の詳細については、建築技術教育普及セ

ンターのホームページ(http://www.jaeic.or.jp)をご参照く

ださい。 

 

3 応急危険度判定訓練等の建築CPD 登録 

平時に地方自治体等が行う応急危険度判定の訓練につい

ては、参加者本人の申請で CPD 実績として登録することは

できません。 

訓練の実施主体である地方自治体等が事前に建築 CPD 認

定プログラムの申請を行う必要があります。 

建築 CPD 認定プログラムとなっていない訓練については、

CPD 実績となりませんので、参加する訓練がCPD 実績とな

情報コーナー 
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るかどうかについては、訓練を受ける前に実施主体に確認す

るか、建築 CPD 認定プログラム一覧(https://jaeic-cpd.jp)で

ご確認ください。 

 

4 建築CPD 情報提供制度の概要と活用状況 

建築 CPD 情報提供制度は、建築士、建築設備士等の有資

格者の研修としてふさわしい講習会等をあらかじめ認定し、

その情報を公開するとともに、建築 CPD 情報提供制度参加

登録者が認定された講習会等に出席した記録を統合的に管理

し、必要に応じてその記録を証明する制度です。 

この制度に参加するには、建築 CPD 運営会議事務局であ

る(公財)建築技術教育普及センター (http://www.jaeic.or.jp)に

参加申込をする他、建築士会CPD、JIA CPD、建築設備士

関係団体 CPD 協議会、建築施工管理 CPD を通じて参加す

ることもできます。 

建築CPD 情報提供制度の参加者は平成29 年11 月時点

で 36,950 人、年間 2 万を超える講習会等が認定プログラ

ムとなっています。 

〇制度参加者 

 

 

また、建築 CPD 情報提供制度による建築 CPD 実績証明

書は、国土交通省の官庁営繕事業に係る設計・工事監理業務

の受注者選定及び 38 都道府県及び 25 主要市における設

計・工事監理業務の発注、工事の発注等に際して活用されて

おり、年々拡大しています。 

〇都道府県及び主要市における建築 CPD 実績証明書の活用

状況 

 

 

5 おわりに 

被災建築物応急危険度判定活動を建築 CPD 実績として登

録可能とするにあたっては、全国被災建築物応急危険度判定

協議会事務局である(一財)日本建築防災協会に、応急危険度

判定活動の現状や実態等の情報を頂く他、様々な面で多大な

ご協力をいただきました。この場をお借りしまして御礼申し

上げます。 

そして、被災現場の過酷な環境で活動される応急危険度判

定士の皆様に感謝の意を表しまして、本稿を終わりにさせて

いただきます。 
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問い合せ先 ：山形県県土整備部建築住宅課 建築安全推進担当 

TEL 023-630-2640  FAX .023-630-2639 

発行／全国被災建築物応急危険度判定協議会 

ホームページアドレス http://www.kenchiku-bosai.or.jp/oq/ ※OQ 通信のバックナンバーは協議会HP から閲覧できます。 

 


